
横浜市会を知ろう！

新型コロナウイルス感染症への追加対応として、「１．市民と医
療を守る」、「２．横浜経済と市民生活を守る」、「３．新たな日常に取
り組む」という３つの柱からなる第三弾の「くらし・経済対策」に必要
な歳入歳出予算を追加するとともに、市民生活の安全安心等に支

障を生じさせないことを基本にしつつ、２年度当初予算に計上した事業の一部に
ついて、減額補正等を実施します。（補正額：212億4,200万円）

34件の議案が可決されました
　令和２年度横浜市一般会計補正予算（第３号）

　横浜市小児の医療費助成に関する条例の一部改正

された
主な議案

●傍聴したい方には…
本会議、委員会はどなたも傍聴いただけます。 横浜市会　傍聴 検索

※「新型コロナウイルス感染症に関する横浜市会からのお願い」を市会ホームページに掲載しています。 横浜市役所　アクセス 検索

みなとみらい線馬車道駅直結　JR・地下鉄桜木町駅から徒歩3分アクセス

本会議（第1日）９月３日
● 議案の上程・質疑・常任委員会への付託

●一般質問（→２・３面へ）
本会議（第2日）９月8日

常任委員会９月9日～14日
● 議案等の審査

本会議（第３日）９月16日
● 議案の議決
●決算の上程、
　決算第一・第二特別委員会の設置・付託

決算第一・
第二特別委員会９月16日

● 審査日程等の協議
●決算の議決

本会議（第４日）10月14日

● 決算の採決

決算第一・
第二特別委員会10月13日

特別委員会９月17日～23日

● 決算の総合審査

決算第一・
第二特別委員会
連合審査会

９月25日

● 決算の局別審査

９月28日～
10月9日

主 な 流 れ
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※議案に対する各会派の賛否一覧は４面をご覧ください。

自宅から

リアルタイムで知りたい！

コンパクトに結果を知りたい！

市会の豆知識から会議録まで幅広く知りたい！

インターネット中継

市会ダイジェスト・ヨコハマ議会だより

市会ホームページ・SNS

市会ダイジェスト（テレビ番組）やヨコハマ議会だよりでは、年４
回、定例会の結果をまとめてお伝えしています。
過去の放送や紙面は、市会ホームページでご覧いただけます。

市会ホームページでは、「市会のしくみ」を知ることができる
ページに加え、議案書や会議資料の検索・閲覧などもできます。

本会議、委員会の様子をインターネットで生中継・録画配信をしています。お好きな時間にパソコンやタブレット、
スマートフォン等でご確認いただけます。（録画配信は、会議のあった日の2日後の夕刻以降ご覧いただけます。）

❶ 委員長席
❷ 副委員長席
❸ 委員席
❹ 議員傍聴席
❺ 議長・副議長席

横浜市会 検索

市会の最新の取組を知りたい方は・・・

（市会ホームページ）
横浜市会　フェイスブック 検索

インタ ネット中継

市会ダイジ ト 議会だより

市会 ム ジ SNS

リニューアル！
より高画質に
なりました！

過去の放送は
市会ホームページで

配信中！
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横浜市会では、コロナ禍の中、ご自宅からでも
市会の動きが分かるツールを取りそろえています。
ニーズに合わせた3つのメニューをご紹介します。

❶❶❶❷❷ ❷❷❷
❸ ❸

❷❺
❸❸

会議録検索システム キーワードから会議録を検索できます。

市会のしくみ 市会の用語解説や、よくある質問も
掲載しています。

子育て家庭の経済的負担を軽減し、子育て支援策の推進を図るため、令和３年４
月から、１歳児及び２歳児の保護者に係る所得制限をなくし、新たな対象者には、通
院１回につき500円までの一部負担金を適用するため、条例の一部を改正しました。

　横浜市市税条例等の一部改正
令和２年度税制改正及び新型コロナウイルス感染症の影響の緩和を図るため

の特例措置に係る地方税法の改正等に伴い、市税条例等の一部を改正しました。

本会議中継

市会ホームページ

委員会中継

市会ダイジェスト

❹

決算第一・
第二特別委員会

（市会ダイジェスト）（市会ダイジェスト）（市会ダイジェスト）

（市会インターネット中継）（市会インターネット中継）（市会インターネット中継）

118〒231-0005横浜市中区本町6-50-10
横浜市会議会局
配布　令和2（2020）年11月
令和2年第3回市会定例会号

令和２年第３回市会定例会が９月３日から
10月14日まで開催されました。
（２面及び３面に一般質問の一部を掲載し
ています）。

議案関連質疑（９月３日）



　　臨海都心部の観光客の減少や市内商店街の売り上げの落ち込みな
ど、非常に厳しい状況にあるとうかがっています。行政の支援だけで市内の消
費を喚起していくことには、限界があると感じています。経済再生のためには、
公民連携によって、都心臨海部など市域での消費を拡大する取組を一層支
援していくべきと考えますが、いかがですか。　
　　本年５月、市内のＮＰＯと共に公民連携のプラットフォーム「おたがいハ
マ」を立ち上げ、市内飲食店の取組情報を発信する多くの民間サイトを集約
し、分かりやすく伝えることで消費の拡大につなげています。また、都心臨海
部の観光や市内商店街の活性化に寄与するアイデアを民間の皆様と共に
出し合い、それらを形にしていく取組を今後もより一層進めていきます。

　　次年度予算編成の方針に合わせ、長期財政推計が提示されました。こ
のままでは近い将来、経常的に年1000億円を超える収支不足に陥るという
衝撃的なものです。ＩＲのような不確実性の高い投機に拘泥するのではなく、
特別自治市の早期実現といった構造改革に取り組むことこそが急務ではな
いかと考えますが、いかがですか。
　　付属機関である横浜市大都市自治研究会から、年内に「特別自治市の
制度設計のあり方」について最終答申をいただく予定です。一方、大阪市で
は今秋に都構想の実現に向けた住民投票の実施が見込まれており、今後、
大都市の統治機構が大きく変わる可能性があります。こうした機会を捉え、他
の指定都市とも連携し、国等に対して大都市のあり方を提起するなど、市とし
ても、指定都市市長会としても悲願である特別自治市の早期実現に向け、
しっかりと取り組んでいきます。

　　災害の発生状況や帰宅を判断するために情報を取得したいと考えたと
きに、避難所にＷｉ－Ｆｉ環境が必要だと考えます。地域防災拠点でのＷｉ－Ｆｉ
環境について、うかがいます。
　　現在、小・中学校で教育のためのＷｉ－Ｆｉ整備を進めており、災害時に
も利用できるようにしていきます。さらに、民間事業者が避難所でのＷｉ－Ｆｉ環
境を提供する取組なども活用し、避難している市民の皆様のＷｉ－Ｆｉ環境を
確保していきます。

　　財政運営については、先行きが見通しにくい不確実性の下での運営な
どの厳しさが予想されます。市長は、中期４か年計画（※１）に掲げた横浜方
式のプライマリーバランス（※２）の計画期間通期での均衡確保という財政
目標について、目標変更の必要性を議案関連質疑で言及しました。中期４か
年計画の市債活用の財政目標変更の必要性をこの時期に言及した考えに
ついて、うかがいます。
　　市政を預かる者として、「横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進
に関する条例」を重視し、財政目標の設定による計画的な財政運営に取り
組んでいます。コロナ禍の税収減の影響は極めて大きく、市民生活、市内経
済を守るためには赤字地方債の活用が不可避であることから、予算編成に
着手する段階で市債活用の財政目標の変更を検討する必要があると考えま
した。

　　国家間の核抑止力を前提とした安全保障に依存するのではなく、市民
社会の対話により、世界の平和と安定の実現を目指すべきと考えます。対話
による国際平和の実現に向けて、若い世代の国際交流の役割は重要と考
えますが、いかがですか。
　　国際平和の推進に関する条例でも、「国際親善や相互理解を深めるこ
とが世界の平和につながる」とあり、とりわけ、次代を担う若い世代による国
際交流は重要です。これまで市では、アフリカとの一校一国（※）や、海外の
学校との学生交流などに取り組んでおり、今後、ホストタウン交流の取組も活
用しながら、交流機会の拡大・創出に努めていきます。

中期４か年計画（文中の　　　　（※1）で表示）
中長期的な戦略と平成30年度から令和３年度までの４年間に重点的に推進す
べき政策を取りまとめた計画。

横浜方式のプライマリーバランス（文中の　　　　（※2）で表示）
市債の新規発行額を元金償還額の範囲内とする指標。

用
語
解
説

用
語
解
説

アフリカとの一校一国（文中の　　　　（※1）で表示）
市内小中学校がアフリカの一国を交流国と定めて交流を行うことにより、アフ
リカ各国への理解を深めることを目的とした取組。

横浜市会Facebook 横浜市会Twitter
横浜市会 ツイッター 検索横浜市会 FB 検索

公明党国際平和国　際

立国フ新型コロナウイルス感染症対策公民連携

豊 田構造改革の必要性政　策

公明党コロナ禍における避難所運営の在り方防　災

自民党アフターコロナ時代の横浜市の市政運営財　政

９月８日本会議（第２日）において、市政全般に関
する方針や事業などについて、各会派を代表して
８人の議員から「一般質問」が行われました。その
中から、14項目を抜粋して掲載します。

一般質問

【自民党】6問
●アフターコロナ時代の
　横浜市の市政運営
●がん検診受診率向上に向けた
　取組の推進
●横浜イノベーションＩＲ
●都心臨海部における
　消防力の強化
●横浜市立市民病院の
　新型コロナウイルス感染症による
　影響と病院経営
●旧市民病院を活用した
　宿泊療養施設の運営

【立国フ】3問
●新型コロナウイルス感染症対策
●ＩＲ・カジノ
●新型コロナウイルス感染症禍に
　おける障がいのある方たちの
　働く場の確保

【公明党】3問
●コロナ禍における
　避難所運営の在り方
●国際平和
●令和３年度からの
　中学校給食

【共産党】1問
●ＩＲ・カジノ

【豊 田】1問
●構造改革の必要性

 「アフリカとの一校一国」の交流の様子



　　がん検診を受けたほうがよいと思っている市民も多くいると思いますが、
新型コロナウイルス感染拡大に伴い、受診者数も大幅に減少していると聞
いています。コロナ禍の現在においては、市民の受診に対する不安を払拭し
ていくための取組が必要ではないでしょうか。コロナ禍においてもしっかりとが
ん検診を受診していただくための取組について、うかがいます。
　　各医療機関に対しては、感染防止の取組をお願いしており、消毒の徹
底やソーシャルディスタンスの確保などを実施していただいています。また、受
診のタイミングをかかりつけ医等に相談いただき、安心して検診を受診してい
ただけるよう、横浜市医師会とも連携し、取り組んでいきます。

　　市では人口減少社会の未来の都市戦略にイノベーションＩＲを位置付
け、誘致に取り組んできていますが、現在のコロナ禍では事業可能性につい
て不透明となっています。コロナ禍の中でＩＲを進める意義について、うかがい
ます。
　　現在、市では感染症対策の強化と経済再生の実現を両輪として全力で
取り組んでいます。市民の皆様、横浜の経済を支える事業者の皆様と共に、
新しい生活様式に対応した社会づくりを加速させていくことが重要です。その
上で、コロナ収束後の長期的な横浜経済の飛躍のためには、観光・ＭＩＣＥ事
業の復活が不可欠です。ＩＲはインバウンドにとどまらず、国内客の滞在型観
光促進にも寄与するものであり、経済回復をけん引する起爆剤になると考え
ています。

　　９月でＩＲ・カジノを成長戦略の柱としていた安倍晋三総理大臣が辞任
し、新内閣が決まります。地方自治体でのＩＲ事業者の募集に関わるＩＲ基本
方針が直ちに策定されるかは全く不透明です。国としても事業として成り立
つかどうか示しきれないＩＲ・カジノ誘致を断念するべきと考えますが、いかがで
すか。
　　将来にわたって市民の皆さまの暮らしをお守りするために、ＩＲの実現に
向けた本格的な検討・準備が必要であると考え、予算の議決もいただきなが
ら、事業を進めています。現在、国もコロナ対策を徹底しながら、ＩＲ整備法に
基づき、国家プロジェクトとして、引き続き基本方針の検討を進めています。ＩＲ
は、長期的な視点で、コロナ収束後には、横浜経済の回復をけん引する起爆
剤になると考えています。

　　インバウンド頼みで観光立国を目指すという方向性はウィズコロナ、ポス
トコロナの時代に即したものであるとは考えられません。ＩＲ・カジノ事業も、事
業者と目されていた企業が撤退したことにも表れています。誘致による効果
が、今や見込めず、事業の実効性はないと考えますが、いかがですか。
　　ウィズコロナ、ポストコロナにおいて、横浜の経済振興に不可欠な観光
の復興に、行政としてしっかりと取り組んでいく必要があります。既存の観光
施設と連携して、国内客の滞在型観光を伸ばす上でもＩＲは大きなチャンスで
す。海外のＩＲ事業者の皆様も、６月以降、様々な感染症対策を行いながら営
業を再開されています。これらを踏まえ、今後の事業者公募において、より実
効性の高い感染症対策などの提案を引き出すことで、国内外において競争
力を高めることができると考えています。

　　現在進行している都心臨海部の開発スピードを踏まえると、今すぐにで
も具体的な対応に着手しなければ、安全・安心の確保が間に合わなくなると
いう危機感を持っています。都心臨海部における安全・安心の充実に向けて

消防力を強化すべきと考えますが、いかがですか。
　　横浜の成長をけん引するエリアであり、多くの商業・業務施設や観光施
設、交通インフラなどの都市機能が集積しています。火災や事故、大規模な
自然災害から、居住者、就業者はもちろん、横浜を訪れる方々の安全・安心を
守り、横浜の発展をしっかりと支えていくため、消防拠点の整備や必要な機
能について、検討を進めています。

　　市民病院は、新型コロナウイルス感染症への対応をしながら、急性期病
院としての機能を果たすため、がんや周産期医療などの診療も継続していく
必要があります。コロナ禍においては全国で経営が悪化している病院も数多
くあると聞いています。現在の市民病院の経営状況について、うかがいます。
　　新型コロナウイルス感染症の拡大等により、４月及び５月の患者さんの
数は、入院・外来ともに前年度実績に比べて30％程度減少しており、厳しい
経営状況となっています。６月以降の患者数は回復傾向にあることから、新病
院の施設・設備を最大限活用し、新型コロナウイルス感染症への対応ととも
に、高度急性期・政策的医療の積極的な提供に努めていきます。

　　移転後の旧市民病院は解体工事に着手する予定でしたが、新型コロ
ナウイルス感染症に感染された軽症または無症状者の方の宿泊療養施設と
して活用できるよう準備を進め、５月３日に開所をしています。宿泊療養施設
は、入所者が24時間、日常生活を過ごす場所であり、食事の提供や健康観
察など、様々なサポートが必要です。宿泊療養施設のこれまでの利用状況と
受け入れ態勢について、うかがいます。
　　５月３日の開所から８月末までに累計で295名の陽性者を受け入れまし
た。施設には入退所の手続き等を担う事務スタッフや、入所されている方の
健康観察を行う看護師、施設管理を行う技術スタッフが約10名常駐し、入
所されている方々の対応を行っています。

　　中学校給食の実現は市にとって大きな歴史の転換点です。ぜひ、生徒
や保護者の意見を真摯に受け止めながら、横浜ならではの中学校給食を実
現してほしいと思います。デリバリー型給食の実施に向けた決意について、う
かがいます。
　　長年の課題であった中学校給食を実施することは、本市にとって大きな
意義があり、安全かつ確実な提供に努めなければならないと考えています。５
年間のハマ弁事業は、献立の充実や他都市には例のない当日注文の導入
など、生徒や保護者の意見を真摯に取り入れてきました。この姿勢を大事に
しながら、横浜ならではの中学校給食の実現を目指していきます。

　　障害者雇用促進法は、毎年１回、６月１日現在の障害者雇用状況を厚
生労働大臣に通報することを自治体にも求めています。今年の県への報告
締切日は８月31日でしたが、本日９月８日現在、未集計未報告とのことで、議
論できません。いつまでに公表いただけるのでしょうか。市役所における障害
のある方々の働く場の確保に向けた決意について、うかがいます。
　　雇用率は、数字が確定次第、速やかに公表します。また、市において
は、各局の切り出し可能な業務を集約し、障害者の方々がチャレンジド・オ
フィスでこれらの業務を担っています。新市庁舎への移転に合わせて郵送
物や消耗品の配送などの庁内物流の取扱いも開始したところです。今後
も、障害のある方々が活き活きと働き続けられるような、働く場の確保に努め
ていきます。

自民党がん検診受診率向上に向けた取組の推進福　祉

自民党横浜イノベーションＩＲＩ　Ｒ

共産党ＩＲ・カジノＩ　Ｒ

立国フＩＲ・カジノＩ　Ｒ

自民党都心臨海部における消防力の強化消　防

自民党旧市民病院を活用した宿泊療養施設の運営医　療

公明党令和３年度からの中学校給食教　育

立国フ新型コロナウイルス感染症禍における
障がいのある方たちの働く場の確保福　祉

自民党横浜市立市民病院の新型コロナウイルス
感染症による影響と病院経営

医　療

令和2年第3回定例会号　ヨコハマ議会だより

※自民党･･･自由民主党横浜市会議員団・無所属の会　　立国フ･･･立憲・国民フォーラム横浜市会議員団　　公明党･･･公明党横浜市会議員団　　共産党･･･日本共産党横浜市会議員団　　豊 田･･･豊田有希



自由民主党横浜市会議員団・無所属の会（自）36人

立憲・国民フォーラム横浜市会議員団（憲）20人

公明党横浜市会議員団（公）16人

井上さくら（井） ●  井上さくら 豊田有希（豊） ●  豊田　有希
● 平田いくよ神奈川ネットワーク運動（ネ）

立憲民主党（立） ●  太田　正孝横浜から日本を変える会（ヨ）●  小幡　正雄

日本共産党横浜市会議員団（共）9人
● 荒木由美子
● 北谷　まり

● 宇佐美さやか
● 古谷　靖彦

● 大貫　憲夫
● みわ智恵美

● 河治　民夫● 岩崎ひろし
● 白井　正子

● 安西　英俊
● 久保　和弘
● 竹内　康洋
● 望月　康弘

● 加藤　広人
● 斉藤　伸一
● 中島　光徳

● 木内　秀一
● 斎藤　真二
● 仁田　昌寿

● 行田　朝仁
● 髙橋　正治
● 福島　直子

● 尾崎　　太
● 源波　正保
● 竹野内　猛

● 伊波俊之助
● 川口　　広
● 佐藤　　茂
● 渋谷　　健
● 高橋のりみ
● 古川　直季
● 遊佐　大輔

● 青木　亮祐
● 梶村　　充
● 小松　範昭
● 酒井　　誠
● 関　　勝則
● 伏見　幸枝
● 山田　一誠
● 渡邊　忠則

● 東　みちよ
● 鴨志田啓介
● 輿石　且子
● 清水　富雄
● 田野井一雄
● 藤代　哲夫
● 山本たかし

● 磯部　圭太
● 草間　　剛
● 佐藤　祐文
● 鈴木　太郎
● 長谷川　磨
● 松本　　研
● 横山　正人

● 大桑　正貴
● 黒川　　勝
● 斉藤　達也
● 瀬之間康浩
● 福地　　茂
● 山下　正人
● 横山勇太朗

● 有村　俊彦
● 梶尾　　明
● 中山　大輔
● 麓　　理恵

● 大野トモイ
● 今野　典人
● 花上喜代志
● 森ひろたか

● 大山しょうじ
● 坂本　勝司
● ふじい芳明
● 谷田部孝一

● 荻原　隆宏
● 田中　ゆき
● 藤崎浩太郎
● 山浦　英太

● 大岩真善和
● こがゆ康弘
● 長谷川えつこ
● 望月　高徳

 自 憲 公  共 ヨ 立  井 豊 ネ
 36 ⒇ ⒃ ⑼  ⑴ ⑴ ⑴ ⑴ ⑴
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議　案　名 ※議員別の賛否一覧及び議案の内容については、市会ホームページをご覧ください。

●市税条例等の一部改正●小児の医療費助成に関する条例の一部改正●地区計画の区域内における建築物等の制限に関す
る条例の一部改正

●建築基準条例の一部改正

●六角橋第578号線等市道路線の認定及び廃止●高規格救急車の取得●地区センター等の指定管理者の指定の変更●横浜みなと
みらいホール改修工事（建築工事）請負契約の締結●消防本部整備工事（建築工事）請負契約の締結●消防本部整備工事（電気設備
工事）請負契約の締結●消防本部整備工事（空気調和設備工事）請負契約の締結●消防通信指令設備更新工事請負契約の締結

●下水道使用料徴収処分に係る審査請求に関する諮問●道路占用料徴収処分に係る審査請求に関する諮問

●地域ケアプラザの指定管理者の指定●福祉保健活動拠点の指定管理者の指定●障害者研修保養センター横浜あゆみ荘の
指定管理者の指定●知的障害者生活介護型施設の指定管理者の指定●精神障害者生活支援センターの指定管理者の指定

●新本牧ふ頭建設工事（その12・外周護岸Ｂ―１基礎及び本体工）請負契約の締結●新本牧ふ頭建設工事（その13・外周護岸Ｂ
―１基礎及び本体工）請負契約の締結●新本牧ふ頭建設工事（その14・外周護岸Ｂ―１基礎及び本体工）請負契約の締結●新本
牧ふ頭建設工事（その15・外周護岸Ｂ―２地盤改良工）請負契約の締結●新本牧ふ頭建設工事（その16・外周護岸Ｂ―２地盤改
良工）請負契約の締結●新本牧ふ頭建設工事（その17・外周護岸Ａ地盤改良工）請負契約の締結

●横浜文化体育館再整備事業契約の変更●みなとみらい21中央地区20街区ＭＩＣＥ施設整備事業に伴うみなとみらいコンベ
ンション施設整備事業契約の変更

●令和２年度一般会計補正予算（第３号）●令和２年度中央卸売市場費会計補正予算（第１号）●令和２年度中央と畜場費会計
補正予算（第１号）●令和２年度高速鉄道事業会計補正予算（第１号）●令和２年度病院事業会計補正予算（第１号）

●新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し地方税財源の確保を求める意見書の提出（政策・総
務・財政委員会）●建設技能者の育成と建設産業強化を求める意見書の提出（建築・都市整備・道路委員会）

　　本会議・委員会は、どなたでも傍聴することができます。
　当日、市会議事堂までお越しください。 横浜市会　日程 検索

第4回市会定例会の日程
令和２年第４回市会定例会は、11月27日（金）から12月17日（木）まで開
催される予定です。日程は変更される場合があります。最新の日程は市会
ホームページをご確認ください。

11月27日㈮10:00～（議案上程（給与条例関係）・質疑・付託・議案議決）
12月  4日㈮10:00～（議案上程・質疑・付託）
12月  9日㈬10:00～（一般質問）
12月17日㈭14:00～（議案議決）
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された意見書

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激
な悪化に対し地方税財源の確保を求める意見書（要旨）

建設技能者の育成と建設産業強化を求める意見書（要旨）

　国におかれては、令和３年度地方財政対策及び地方税制改正に向け、
次の事項を確実に実現されるよう強く要望する。
１　地方の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税などの一般
財源総額を確保すること。その際、臨時財政対策債が累積することの
ないよう、発行額の縮減に努めるとともに、償還財源を確保すること。

他5項目

　国におかれては、建設業界における建設技能者の育成と、持続可能な
建設産業強化のための就労環境の改善に向けて、次の措置を速やかに
講ずるよう強く要望する。
１　建設技能者の賃金・労務単価の引き上げ、法定福利・安全対策費等
に対する必要経費を確保することによって、技能者の就労環境の改
善や安定した生活基盤の確保につなげるため、適正な価格で発注し
た工事の労務費を確実に建設技能者に行き渡らせること。

他2項目

市会インターネット中継
審議の模様は、市会インターネット中継でご覧いただけます。

横浜市会　インターネット中継 検索

市会では、意見書を国会及び国や県などに提出する
ことで、議会としての意思を表明します。

○は賛成、×は反対（令和2年9月16日現在）議案に対する各会派の賛否一覧令和２年 第3回市会定例会

　「ヨコハマ議会だより」をはじめ、市会ホームページなどで議会の広報を行っています。
皆様からのご意見・ご感想をお待ちしています。市政に関するご意見やご提案は、担当す
る部署にお届けします。担当部署からの回答が必要な場合には、その旨お伝えください。

ご意見・ご感想をお寄せください

議会局秘書広報課

会派名称の変更について
　「立憲・国民フォーラム横浜市会議員団」については、令和２年10月15日付で、会派
の正式名称が「立憲民主党・無所属フォーラム横浜市会議員団」に変更されました。な
お、今回の紙面での会派表記については、令和２年第３回定例会会期中の内容のた
め、旧会派名での表記となっております。

点字版・ＣＤ版・デイジー版を発行しています
　郵送を希望される方は、問合せ先までご連絡ください。音声データは市会ホームペー
ジにも掲載しています。

議会通信

令和2年 第3回市会定例会号




